












よ く聞 く話で 、"医 者 、弁護士 、建築家 の友人がいれば よい"と 言われ る。こ うした職業 に友人
がいる と、困 った時に親身 になって相談 に乗 って もらえるし、人生の節 目、節 目には助けても らえ
るとい う都合の よい思いが込 められている。
翻 って、今 日、科学者 は"い ればよい友人"に 入 るのだ ろうか。この期待 は完全に裏切 られ 、ど
ち らか と言 えば"つ きあい難 い友人"に なってい るのではなかろ うか 。自分 の世界で 、難解 な こと
ばで、何か をや ってい るらしいが伺をやっているのか さっぱ り分か らない し、も し、"私 は科学者
であ る"な んて言お うものなら、何か うさん くさい奴 と思われ るこ とさえあ るのである。これは科
学者 と社会 との間に隔た りがあ り、一般 の人 に科学者の知識 を受 け とめ 、理解す るだ けの余裕 がな
か ったのも一因 である。"科 学者"と い ってもその資質において幅が あるが科学者 を多 くの人 が身
近 に感 じる道の りは遠い 。本年3月 の当研究所調査研究報告 「日米欧に おける科学技術に対す る社
会意識 に関す る比較調査 」でも科学技術 への関心 が、米国 と比較 して 、弱い 。
今 、バ ブル経済の崩壊 とかで、見つめ直 しの時 。科学者の知識が身近 なものに受 け とめ られ 、理
解 され 、知識の生産が尊 ばれ る社会にな り、そこで変わ ることな く思索す る友人 としての科学 者か
ら、感化 を受 けられた らどんなにか幸 せなのだが。私 自身は異分野の科学者 の方々 と、研究の上 で 、
色々議論 で きる機会を得 、また御指導 を頂 き、あ りがたい ことと思 ってい る。
最 近 の 動 き
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地域における科学蓑衛振興に関する調査研究
一都道溝渠及び致命揃定都市の科学披講政策の現状と課題一
策4調 査研究 グルー プ
第2研 究 グ ル ー プ
　　 、
襲 的及び方法 】
近年 の急速 な経済社会 や科学技術の変化 を背景 として、地方公共 団体 において も基礎研究を中心
とした科学技術の振興が必要で あるとい う認識が高 まっている。
また 、先般 閣議決定 した 「科学技術政策大綱」 において 、政府 は重点施策 のひ とつ として 「地域
における科学技術の振興」を取 り上げた ところである。
地域にお ける科学技術活動 はr地 域の活性化 の原動力」や 「地域住民の生活 の質を向上 させ るも
の」で あ り、このよ うな観点か ら地方公共団体 自らが科学技術の振興 に取 り組み始めてい る。国 と
しても我が国全体 の科学技術水準の向上 という観点か ら、 これを積極 的に支援す るとともに、地方
公共団体 との相互の連携 を通 した新たな科学技術振興の体 制を提案す ることが喫緊の課題 となって
い る。
本調 査研究で は、地域科 学技術政策 の実施 状況及 びその全体像 を体 系的 に明 らかにす るこ と一
「地域科学技術 政策 」の体系化 一その第1歩 として 、都道府県及び政令指定都市 における科学技術
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振興のための体制及 び施策 についての総合 的な調査研究を実施 した。











の現状 に関す る実 態調査
なお 、本調査研究 を進 め るに当た っては、平成3年10月 に 「地域におけ る科学技術振興に関す








科学技術関係 審議会 の設置 してξ・るのは1ft都道府県 、科学技術政策 の基本語録を策定 している
のは9都 道府県 と増 えて きている。しか し、科学技術毒筆 の専任セ クシ ョンの設遺は科学霧霧 とい
う名称 を室課係名に冠 しているところで見 る嬉 り3都 道府蘂 に とどまってい る。
2地 域 の科学蔓纂蘭擦経費総額
都 道府 県 及 び顔 合 議 定 都市 の科 学 技 術 関係 経 費総 額(平 成2年 度)は 、
5,732億 円 と推 ぎ され た。 これ は、国 の科学 技術 関係 予算(平 成2年 度)
2兆1,407億 円の約4分 の1(26n7%)に 相 当す る。(図1参 照)
また、財政歳出 との対比をみ ると、国の1.36%に 対 し、都道府県 は1.26%と ほぼ 同水準で
ある。
経費 の内訳をみ ると、所管部属 別では 、農林水産系が約3分 の1と 最 も多 く、次いで商工系 が約
4分 の1と なってい る。費 目別では 、公設試験研究機 関関係経費が約6割(61.7%)を 構成 して
い る。
3地 域 の科学技衛関係経費 と産業構造 や県 内総生産M財 政歳 出等 との関連
地域 の科学技術関係経費 の金額 は、都道府県 で27億 円か ら215億 円 、政令指定都市で8億 円
か ら152億 円 まで とxか な り広 い範囲に分散 している。
科学技 術関係経費 は、人 口や県 内総生産等 との相関関係 が認 め られ るものの 、 「産業 構造」 と
「科学技術関係経費 の所管部局構成」 との聞に単純 な相関関係が認 め られない こと、 「人 口1人 当
た りの科学技術関係経費」 や 「財政歳 出に占め る科学技術 関係経費 の比率」等については今後 の詳
しい分析 が必要 である。
4国 の旛策展 開 と新たな研究閣議機関の全国展 開
テクノポ リス構想以降 、研究開発機関の地域展 開を促す施策は8施 策 あり、5省 庁 にまたが って
3
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展 開 されてい る。こうした国の施策展 開に地域独 自の動 きも加 わ り、1984年 以降に設置 された
研究 開発機関で地方公共団体が出 えん 、出資 または直接運営 してい る機 関は、37都 道府県81機
関にのぼってい る。 これ らの機関 は、比較 的小規模 、高額 の計測 ・試験機器 の保有 、外国人研究者
の長期滞在等の特徴 を有 して いる。
5地 域 における科学技術政策の特徴
都道府県及び政令指定都市の科学技術政策は 、地域 の中小企業や農林水産業者 に対 す る技術指導
や支援 が主流で ある。
このよ うな中 、85都 道府県において研究開発型企業 の誘致 や育成支援 のよ うな多様な科学技術
主体 の創出 を目指 した施策展開が取 り組 まれて お り、25都 道府県において研究者研 修生 の受 け入
れ事業 を中心 とした科学技術分野での国際化に向 けた取 り組 みが進め られている。
また、研究人 材の育成 や科学技術 の啓蒙普及 に関 してはほぼ全国的な施策展開が認め られ たが、
その うち若手研 究者 の育成 と科学技術 に関す る県民理解 の醸成 については、約4割 の回答 に とどま
った。
6財 団法人 また絃第8セ ク ターの研究(開 発支 援)機 関
都道府県政令指定都市 が出 えん出資 して いる、財団法人 または第3セ クターの研究(開 発支援)
機 関はi21機 関にのぼ ってい る。その設立は 、ほとん どがi980年 代 に入 ってか らで あ り、累
積基金資本金総 額は1,947億 円、その 内の地方公共団体負担額677億 円 、負担率84.8%と
な っている。(図2参 照)
7「 地方公共 蓮捧 」の共同研究
「地方公共団体」の共 同研究の相手 は、 「民 間企業 」や 「地方公共団体 どうし」が多 く、それぞ
れ471件 、違43件 で ある。一・711、「大学」や 「国立試験研究機 関」 との共同研究 は、 「大学 ・
民 間企業 ・地方 公共 団体」の ように3者 以上で実 施す るものを含めても、それぞれ34件 と38件
に とどまってい る。(表1参 照)
なお、公設試 験研究機 関の共同研究 は 「研究者 の直接 の働 きかけ」によるものが多 く、 コー ディネ
ー ター を介 したものは少 ない 。
8公 設試験覇警機 関の特徴
公設試験研究機 関は、明治時代半ば から整備 されは じめ、その半数 は1950年 以前 に整備 され
ている。農 林水 産系 が最 も早 く整備 され 、次いで工業系 、戦後 に入 って衛生研究所等 の保健系 、1
960年 代 後半 に公害研究所等の環境系が整備 されて きて いる。
主 な特徴 としては、農林水産系が6割 を占めてい ること、職員数50人 未満の機 関が全体の8割
近 くを占めてい ること、国立研究機 関に比べ 、大 学院修士課程以上 の研究者の比率は16%と 少な
いが、着実 な学歴向上 が認め られ ること、外国人研究者 は全体 の8%の 機 関に所在 してい るが 、1
年 未満 の短期滞在に とどまってい ること、実施件数や予算 が少 ない とい う傾向は あるものの、約7
割の機 関が共同研究を実施 してい ること、な どが挙 げられ る。
都道府県別 の比較では 、 「高額 の計測 ・試験機器の保有 」、 「公表論文数」 、 「研 究員 の平均年
一4
〈//S7二εP∧/eレし/s
間給与(30歳)」 において 、都道府県間で差異 が認 められ た。また、公設試験研究機 関が中心業
務 としてい る 「研究」 「技術相談9指 導」 「依頼分析 ・試験」の3つ の業務 の比重についてば らつ
きが認 められたが、 この点 については、今後の詳 しい分析 が必要であ る。
また、公設試験研究機関の整備 につ いて は、1984年 以降 、約3分 の1の 機関で大幅 な組織改
編 が行 われてお り、1990年 単年度 に80も の都道府県 で再編整備が実施 されてい る。
【まとめ】
1地 方公共団体におけ る科学技衛 の振興 に向 けた体 制の整備
r地域 における科学技術の振興 」が実現 され るには、多 くの地方 公共団体 において 、審議会や基
本指針 な ど政策上の基本的 な体制 ・枠組み策定 と、事務分掌上の明確 な位置づ けをも ・)た組織体制
の確立 とい う、2つ の観点か らの科学技術推進体 制の整備 が進め られ ることが必要であ る。
2地 方公共団体による適切 な経費水準 の見極め と翰¢霧策の検討
各部道府県 、政令指定都市が 、科学技術 関係経 費について、それぞれの産業構造 、政策 目標 、財
政規模等 を踏 まえ、各々 に とって適切 な水準を見極 め るこ とが必要であ るとともに 、国の科学技術
政策 において も地域 ごとの科学技術 ポテンシ ャルや政策 の動向等地 域の実状 を踏 まえた施策展開の
検討 が必要であ る。
8地 域 における科学妓籍政策の長期 的戦略 と具体 的方策 の検討
基礎研究 を重視 した 「シー ズ創 出型」 の科学技術政策 を着実 に展開 してい くためには、基礎研究
か ら応用研究 、開発研究 を経て実用化 に至 るとい う長期 的な戦略を検討す る とともに 、研究交流の
効果 的な促進策等の具体 的方策の検討 も必要であ る。
逸 地域 における科学技術活動を支 え る研究機関の在 り方 の検討
再編整備のすすむ全国600余 の公設試験研究機 関 と累計2,000億 円近 くの基金資本金 を有す
る全国121の 研究(開 発支援)機 関につ いては 、 「シー ズ創出型」の科学技術政策 とい う分脈の
なかで 、その 目的、形態 、運営 、管理等 の在 り方 が改めて問われている。
5公 設試験研究機 関による国際貢献 や国際的 ネ ットワー クの形成
公設試験研究機関100年 の歴史 的蓄積 を考慮 すれ ば、主 とLて 発展途上国に対す る国際貢献 と、
グロー バルな科 学技術の振興、をも目指 した、世界的 レベルでの研究機 関の国際的 ネッ トワー クの形
成等 、公設試験研究機関の国際的な役割 は今後 ます ます重要で あり、今後の外国人研究者の受 け入
れ制度 の拡充 も必要 であ る。
6地 域 における科学技術振興を担 う人 的資源の発掘 ●育成 ●確保
地域 内に存在す る良質 の科学技術 シー ズを発掘 し、他 の人的資源 と結 び付 け、プロジェク トとし
て育 て上 げ るオーガナイザー の発掘 、科学技術活動を担 う主体 であ る研究者 ・技術者 の育成 ・確保 、
とりわけ優秀 な若手研究者 の育成 ・確保 、未経験 の行政分 野である科学技術政策を計画立案 してい




1い わゆる ギ駿府研究 開発投資倍増計画」 と地方公共団体 による科学技術 関係経費 の関係
昨今 、様々 な場で我 が国の研究開発投資 の増額 についての方向づ けがな され ている。しか し、こ
れ までの議論 は、国の科学技術関係経費 を中心 に取 り上 げたもので あり、地方公共団体 の科学技術
関係経費 についてはあ まり着 目されてはいない 。今後 、我 が国 の研 究開発投資 を検討 してい く際 に
は 、国 の科学技術政策 と地方公共団体 の科学技術政策がいかなる相互補完 関係 に立つべ きなのか と
い う点 も含 め、地方公共 団体 による研究 開発投資 についても議論 してい く必要が ある。
2都 道癒県 を超 え海広域 朗な視点か らの科学技術政策 の検討
経済活動 や社会活動 が広域 的に展開 しているとい う実態 に加 え、限 られた研究者 ・技術者 、研究
設備施設 、資金等の中で効果 的に地域 における科学技術活動 を支援 してい くという観 点に立 つ とき、
今後 、都道府県 を超 えた広域 的な視点か らの科学技術政策 の推進の在 り方 を具体的に検討す る こと
が必要 である。
3r科 学叢徳 の振興 」 とr地 域の活 性化」 との連関の検討
これ までは 「いかに地域 において科 学技術の振興を図 り、新 たな産業 シー ズを創 り、育 て、それ
をどの ように地域の発展 につなげてい くか。」 については十分論議 されて こなかった 。今後 、科学
技術の振興 が、地域経済 の発展 も含め地域 の活性化に どの ように結 びつ くかを検討す ることが必要
で ある。
4ギ 議域科学鼓籍致策 の体系化」 と 「地域の科学技術指標」 の検討
「地域 における科学技術 の振興」について地方公共団体 がいかな る政策 目標 、政策理念 を掲 げて
k、げば よいのか。また 、前述 した1～3を よ り明 らか にす るためにもr地 域科学技術 政策 の体系化」
にi葛けた研究 が必要があ る。当研究所 としては、本調査研究 に引き続 き、本調査研究 に含 めなかっ
た地元 企業や大学 など他の科学技術活動を担 う主体 も含めた包括的 な調査研究 を実施 す ると同時に、
地域の科学技術顔策の効果 についての評価手法 として 、 「地域 の科 学技術指標」 も検討 してい くこ
ととしている。
5r地 域 における科学技術 の振興」 とい う概念の一般 的定着
今回の調査研究では、 「地域」を 、とりあえず 「都道府県」の ようなLocalGovemmentに置
き換 えて調査 を行 った。調査研究にあ らわれ た都道府県 ごとの 「科学技術」の捉 え方 も様々 であっ
た 。今後 、r地 域におけ る科学技術 の振興」 とい う概念 が、よ り一般 的な概念 として根付 いてい く































































































































































































































































































































































































































































































































































































大学 国立試験研究機関 地方公共団体 民間企業
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・「社会学的研究も活発なMIT」 第8調査研究グループ 木場 隆夫
本年1月 下旬 から7月 下旬 まで、米国マサチ ュー セ ッツ工科大学 の技術政策 プログラムに滞在 し
ました。技術政策 プ ログ ラム とは理工系の大学院生 を対象 としたMITの 一学科 です 。学生に専門
分野 の勉強 をさせ る他 に、技術に関す る経 営 、法律 、公共政策 などの問題 について教育す る とい う
ユニー クな学科 です。10年 程前に設置 され 、最近 、学生 の間 に人気 が出てい るようです 。2学 年
で50名 程 の小所帯です 。約半分が米 国以外の外国人で占められてお り、日本人 も私 の他 に4名 在
籍 してい ました。 ドゥヌフヴ ィル主任教授 は日本 にたいへ ん関心 を寄せてお り、熱心 に日本語 の勉
強 もされてい る方です 。
私がMITに い った折 りには 、リオデジ ャネイ ロの地球環境サ ミッ トが控 えていたこ ともあ り、
技術政策 プログラムは地球環境問題一色 とい う感で した。ある日、ス ヌヌ前大統領首席補佐官 が、
学生に講演 をす る機会 があ り、米国政府の慎重 な立場 を説 明 した ところ、学生 から、それでは どの
よ うな科学 的デー タが揃 えば米政府は環境 問題 に前向 きにな るか ということで猛烈 な批判 を浴びて
いたこ とが印象 に深 くあ ります 。また 、環境問題 だ けでな く、広 く、科学技術に関わ る多 くの社会
問題を、様々な角度か ら、実 にい ろい ろな部局の人が(技 術政策 プログラムだけでな く、MITに
一9一
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は、政治学 、経営学 、社会学 などの学科で科学 技術 に関す る問題 を扱 っています し、エネルギー研
究所 、環境 問題の プロジェク トチームもあ ります 。技術発展 を歴史的或 いは哲学的に論 じる立場の
研究者 も多 くい ます 。)論 じてい ます。その点で 、MITに はあま り他 に例 をみない科学 技術 に関
す る社会学 的な研究の集積 と多様性があ りました。
・中国出張報告 第2研 究 グルー プ 総括主任研究官 権 田 金治
今回の訪 中は中国管理科学研究 中心 による招膀 であったため 、講演或い は講義を通 じた当方 か ら
の一方的な情報提供 に終わ ることが多 く、中国側 から情報 を取 るのに苦労 したが 、中国社会の急激
な変化には驚か され た。当方側 の関心が地域科学技術政策 と地域振興 にあった為か否 かは明 らかで
はないが 、中国政府 の地域経 済開発 の為の科学技術政策 に対す る関心 は極 めて高 く、特 に新技術産
業 開発区への期待 は地方政府 にとって のみ ならず 、中央政府 に とっては中国 の近代化 の為 の中核的
政策 の一つ に位 置づ け られてい る観 を呈 してい る。そのため、国務院の発展研究中心 では科学技術
成果 をいか にして経済 的生産 に結びつけるかについて研究 を進 めてお り、現在全国27地 域 に展開
してい る、大学 ・研究機 関 との共同開発 による官民一一体 となった先端技徳産業の育成 を 目的 とした
新技術産業開発区はそのための社会実験 とみるこ とがで きる。






(講演 録 一26文 明 社 会 の 野 蛮 人 一 若 者 の 科 学 技 術 離 れ を 巡 っ て 一 の 英 訳 〕
・地 域 に お け る科 学 技 術 振 興 に 関 す る 調 査 研 究
一 部 道 府 県 及 び 政 令 指 定 都 市 の 科 学 技 術 政 策 の 現 状 と課 題 一(NISTEPREPORTNo.23)
第4調 査 研 究 グル ー プ 、第2研 究 グ ル ー プ(綿 谷 弘 勝 、 山 本 長 史 、権 田 金 治 、 坂 本 保)
編集 ・発行 科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュー ス 」 編 集 委 員 会
(担i当:情 報 シ ス テ ム 課)
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